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1． 介護人材需給推計ワークシートについて 

1.1 介護人材需給推計ワークシートの概要 

(1) 目的・推計対象期間 

本ワークシートは、都道府県や市区町村において、将来必要となる介護人材の需要数・供給数を推

計し、長期的な視点で介護人材の育成・確保対策を考えていただくことをねらいとしています。 

2023 年（令和 5 年）から 2040 年（令和 22 年）までの推計が可能となっています。 

 

介護人材需給推計ワークシートで推計できる期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険事業計画の期間 

(2) 推計対象 

介護保険施設・事業所に勤務する以下の職員数（実人数/常勤換算数）を対象としています。 

推計の対象となる職員 

区分 需要推計 供給推計 

介護職員 

合計 ○ ○ 

 

訪問介護員 ○  

 うち介護福祉士 ○  

訪問介護員以外 ○  

 うち介護福祉士 ○  

 

第６期 第９期以降 第８期 第７期 

2018 年 

（平成 30 年） 

2020 年 

（令和 2 年） 
2025 年 

（令和 7 年） 

2030 年 

（令和 12 年） 

 2045 年 

本推計 

2040 年 

（令和 22 年） 

2023 年 

（令和 5 年） 
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職員数は、サービス 3 区分（入所系・訪問系・通所系）と地域密着型サービスそれぞれについて、需

要数と供給数の推計が可能です。なお、「入所系」「訪問系」「通所系」「地域密着型サービス」の区分

は、介護労働安定センター「介護労働実態調査」を参考とし、以下の通りとしています。 

区分 サービス種類 

入所系 短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設、介護

老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設(介護医療院) 

訪問系 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、夜間対応型訪問介護、居宅介護支援、 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、総合事業訪問型サービス 

通所系 通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多

機能型居宅介護、地域密着型通所介護、総合事業通所型サービス 

地域密着 小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応

型通所介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活

介護、地域密着型介護老人福祉施設 

※地域密着型サービスと他の 3 区分は一部重複するサービスを含みます。 

 

(3) ワークシートの使用に関する注意事項 

ワークシートには色文字、背景塗の箇所がございますが、それぞれの意味は以下の通りです。 

・ 青字：関数が設定されている箇所です。選択・入力した数値等に応じて自動で表示されます。 

・ 赤枠・青背景：各都道府県・市区町村の担当者に入力いただく箇所です。 

・ ピンク背景：推計結果が表示されている箇所です。 
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1.2 介護人材需給推計ワークシートの構成と推計手順 

このワークシートは、「1 需要推計」、「2 供給推計」、「3 まとめ」、「参考データ」の４シートから構成さ

れ、都道府県・市区町村で実際に使うのは「1 需要推計」、「2 供給推計」、「3 まとめ」の３シートです。 

なお、「参考データ」は非表示としております。推計作業の流れは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

需要推計 

シート 

本
推
計
（
需
要
・
供
給
）
シ
ー
ト 

供給推計 

シート 

まとめ 

シート 

■現状の介護職員配置率を計算し、現状の推移を踏まえ、介護職員

配置率を調整。 

■将来のサービス利用者数（注）をもとに、需要数を推計。 

（注）介護保険事業計画上の利用者数を集約した値 

■現状の推移を踏まえ、将来の離職率、介護分野への転職率、入職

者数を設定。 

■将来の介護職員の供給数を推計。 

■需要推計シート、供給推計シートの結果をまとめてグラフに表示。 
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1.3 基本的な操作手順 

(1) ワークシートの起動と終了 

1）起動 

 ワークシートを起動するには、エクスプローラの画面でファイルを選択し、ダブルクリックします。通常の

Excel ファイルを開く操作と同じです。 

 

  

2） 終了 

ワークシートを終了するには、Excel のメニューバーから「ファイル」→「終了」を選択します。内容を保存

する場合は、下記メッセージボックスで「保存」を選択します。 
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(2) 全体に共通の操作方法 

1） 値の入力 

 都道府県による数値の入力が必要な箇所は赤枠・青背景としてあります。 

 

 

 

計算表の白色セルは自動計算される箇所です。 

 

2） 結果の印刷 

 通常の Microsoft Excel の機能を使って印刷してください。 

ワークシートでは、各シートにおける帳票ごとにあらかじめ印刷範囲を設定してありますが、都道府県

でご利用の PC やプリンタの環境によっては、帳票が途中で途切れるなど、適切に印刷されない場合が

あります。 

このような場合には、お手数ですが、Microsoft Excel の印刷範囲の設定機能を利用して、適切

な印刷範囲を設定し直してください。 

個別のシート単位ではなく、ワークシート全体を印刷する場合には、Microsoft Excel の印刷設定

において「ブック全体を印刷」する方法があります。ただしこの場合、個別のシートごとの印刷設定（片

面／両面、白黒／カラーなど）が適用されます。ファイルを PDF 化することにより、全体をまとめて印刷

設定し、一括で効率よく印刷することができます。  
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2． 本推計（需要・供給）の方法 

「1 需要推計」、「2 供給推計」シートの全体構成は、以下の通りです。表中のページは、このマニュア

ルのページを表示しています。 

 

 

需要推計シート 

１．都道府県の選択 →P8 

２．サービス別利用者数（実績値） →p8 

３．介護職員等数（実績値） →P8 

４．利用者 100 人当たりの介護職員等数 →P9 

５．推計に使用する利用者 100 人当たりの介護職員等数（配置率） →P9 

６．利用者 100 人当たりの介護職員等配置率の設定 →P10 

７．将来のサービス別利用者数（予測値）の入力 →P12 

８．需要推計結果（実人数・常勤換算） →P13 

 

供給推計シート 

１．都道府県の選択 →P15 

２．介護職員数 →P15 

３．介護職員の離職率 →P15 

４．将来の離職率の設定 →P16 

５．離職者のうち介護分野への再就職の割合（介護分野内での転職） →P17 

６．離職者のうち介護分野への再就職の割合の設定 →P18 

７．将来の新規入職者数の設定 →P19 

８．供給推計結果（実人数） →P20 

９．供給推計結果（常勤換算） →P20 

 

まとめシート  

１．需要・供給推計結果の比較 →P21 

  

 

都道府県・市区町村で数値を入力する部分 

 

 

都道府県・市区町村で選択肢から選択する部分 
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2.1 需要推計の方法 

需要推計シートでは、以下のフローに沿って将来の介護職員等数を推計します。 

都道府県・市区町村では、破線で囲んだ部分について選択したり、数値を入力するなど、都道府県・

市区町村で独自の値を設定します。 

 

＜推計フロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（3）,（4）,（5）,（6）,（8）については、『実人数』と『常勤換算数』が表示されます。 

（5）,（6）については、『実人数』と『常勤換算数』のそれぞれに、独自の値の選択・入力をお願い

いたします。 

  

（7）将来の介護サービス等利用者数 

（2023,2025,2030,2035,2040） 

 

（2）現在のサービス別 

利用者数（R2） 

（4）利用者 100 人当たりの介護職員数（R1） 

（3）÷（2）×100 

（1）都道府県の選択 

（3）現在の介護職員等

数（R2） 

（5）推計に使用する利用者 100 人当たりの介護職員数 

（6）利用者 100 人当たり

の介護職員割合の増減率

定） 

 

（8）介護職員数の需要推計結果 

（2023,2025,2030,2035,2040） 

（5）×（6）×（7）÷100 

 

 

 

統計等から自動
計算 

 

 

入力 

 

 

選択 

 

「介護サービス施設・事業所調
査」を回収率で割り戻し、 
補正した値 

 

今後の配置率を 
予測して入力 

 

第８期介護保険事業計画 
市町村集約値を入力 

 

推移を見ながら選択 

 都
道
府
県
・
市
区
町
村
で
設
定 
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(1) 都道府県の選択 

まず、都道府県名を選択して下さい。 

このワークシートには、既存統計から都道府県別のデータが予め組み込んであり、ここで選択した都道

府県の値を自動で読み込む設定になっています。（２）以降で、市区町村においては、都道府県別の

データを参考にしながら、市区町村独自の値を入力いただくことになります。 

 

 

(2) サービス別利用者数（実績推計値） 

利用者 100 人当たりの職員数を算出するため、厚生労働省「介護保険事業状況報告」より、サービ

ス別利用者数を使います。第 7 期推計までは「介護サービス施設・事業所調査」のデータを用いていまし

たが、第 8 期推計より「介護給付費等実態調査報告」データに差し替えを行っています。 

(3) 介護職員等数（実績推計値） 

利用者 100 人当たりの職員数を算出するため、ここでは、厚生労働省「介護サービス施設・事業所

調査」より、介護職員等数を使います。 

「介護サービス施設・事業所調査」は、調査方法の変更等により回収率が下がっていることから 2017

（平成 29）年度までの数値は都道府県別・サービス種類別の回収率で割り戻し、補正した値を表示

しています。2018（平成 30）年度以降は、「介護サービス施設・事業所調査」にて補正した値を表示

しています。 

実績値は『実人数』と『常勤換算数』の２種類を表示しています。 

  

　都道府県を選択してください。

22
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(4) 利用者 100 人当たりの介護職員等数 

上述した（2）サービス別利用者数と（3）介護職員等数から、利用者 100 人当たりの介護職員

等数を計算し、表示しています。 

全国及び貴都道府県における利用者 100 人当たりの介護職員等数をサービス別に確認して下さい。 

各サービス別に、次の計算式で計算した値を表示しています。 

 

 

            ＝          ÷          ×100 

 

 

 

(5) 推計に使用する利用者 100 人当たりの介護職員等数（配置率） 

（4）で確認した利用者 100 人当たりの介護職員等数をもとに、今回の介護人材需要予測に使う

配置率を設定します。介護職員数について、全国（2020年）、貴都道府県（2020年、2019年、

2018 年）をグラフで表示してありますので、全国の配置率の平均や貴都道府県における過去 3 か年

の推移をみて下さい。 

特に、都道府県内にサービス事業所が少なく、利用者数も少ないサービス（例：地域密着型介護

老人福祉施設、地域密着型特定施設入居者生活介護等）については、都道府県内の利用者 100

人当たり介護職員等数が全国値と大きく異なる、あるいは年度によって異なる場合があります。この場合

は、全国あるいは貴都道府県の最新年度の「利用者100 人当たり介護職員等数」を用いるなど、適切

と考えられる値を選択して下さい。 

全国や貴都道府県以外の市区町村独自の値を用いて推計を行いたい場合は次頁の（6）では将

来の配置率を設定してください。 

 

都道府県
介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

全国 介護職員 51.5 38.0
2012年(H24) 　　うち、訪問介護員以外 51.5 38.0
全国2012年(H24)　　　　うち、介護福祉士 26.2 22.0

　　うち、訪問介護員 － －
　　　　うち、介護福祉士 － －
看護職員 7.1 14.0
その他の職員 21.5 20.8
　　うち、相談員 2.3 2.2
　　うち、ケアマネジャー 2.4 2.5
　　うち、PT/OT/ST 0.5 5.6
３職種合計 80.2 72.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サービス

職種

例えば、「介護老人福祉施設」で「51.5」という値が表

示されている場合は、介護老人福祉施設の入所者 100

人に対して、51.5 人の介護職員数（実人数）が勤務し

ているという意味になります。 

 

利用者 100 人当たりの 

介護職員等数 

介護職員等の 
実人数 

介護サービス 
利用者数 
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(6) 利用者 100 人当たりの介護職員等配置率の設定 

（5）で設定した配置率をもとに、以下の手順で将来の介護職員等配置率を検討します。 

 

 まず、（5）で選択した配置率が全国に比べてどの程度かを確認します。 

配置率が高い場合、今後も配置率がこのまま変わらないかどうかを検討します。例えば、配置率が変

動する主な要因として、以下の点が考えられます。 

 

 

今後、介護職員配置率が変動する主な要因は何か？ 

 

○非常勤職員の常勤化（配置率減少） 

 介護サービス施設・事業所には、非常勤職員も多く、常勤化が進めば、必要な介護職員等の実人数

は少なくなります。 例えば、訪問介護員でみると、実人数１人あたりの常勤換算率（全国平均）は

0.45 人となっており、都道府県別にみると、0.35 人～0.7 人の幅がみられます（下図の縦軸）。 

一方で、訪問介護利用者 100 人あたりの介護職員配置率（全国平均）は 34.9 人となっており、

都道府県別にみると、25 人～42 人までの幅がみられます（下図の横軸）。常勤職員が多い（常勤

換算率が高い）都道府県では、利用者 100 人あたりの訪問介護員数（実人数）が少ないという緩

やかな傾向がみられます。 

訪問介護員の常勤換算率と介護職員配置率の関係 

 

平成 23 年介護サービス施設・事業所調査より作成 

y = -0.01x + 0.8171
R² = 0.4309

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

訪問介護利用者100人あたり介護職員配置率

常
勤
換
算
率

青森県

秋田県 鳥取県

神奈川県
東京都

 

 
 

 

常勤が多い 

多くの介護職員が勤務 
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今後、介護職員配置率が変動する主な要因は何か？（つづき） 

 

○介護老人福祉施設のユニット化（配置率増加） 

介護老人福祉施設のユニット化が進むことにより、従来型に比べて介護職員の人数が多く必要になる

ため、都道府県内の介護人材の需要が増します。ユニット型の場合、従来型の介護老人福祉施設に

比べて、介護職員は 1.2 倍程度必要になると考えられます（平成 20 年「介護事業経営実態調査」

結果より）。 

 

○後期高齢者等の増加に伴うサービス利用回数の増加（配置率増加） 

 本推計では、各サービス別利用者数（予測値）に介護職員配置率を乗じて介護職員等数を推計

するため、１人の利用者が使うサービスの量（回数、日数等）の変動を加味していません。介護サービ

ス利用者数の伸びに対して、サービス利用回数・日数等の伸びが上回ることが予想される場合は、その

分を加味して配置率を設定します 

 

上記のような観点を踏まえ、将来、介護職員等の配置率がどうなるかを予測し、増減率を入力します。

初期値は「0％」に設定してあります。 

（5）で設定した配置率に比べて、2023 年時点で 5％増加すると見込む場合は「5.0」、3％減少

すると見込む場合は「－3.0」というように入力してください。 

ここで設定した値は、2023 年以降においても、同じ増減率が反映されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2020 年 

（R2 実績） 

配置率 

5％アップ 

配置率 

50.0 

2023 年 

 

配置率 

52.5 

2025 年 

 

2030 年 ・・・ 

 

配置率 

52.5 

配置率 

52.5 
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(7) 将来のサービス別利用者数（予測値）の入力 

第 8 期介護保険事業計画より、将来の介護サービス等利用者数について、集計した結果を赤枠内

に転記して下さい。 

地域包括ケア「見える化」システム上には、「通所介護相当サービス」、「通所型サービス A」、「訪問

介護相当サービス」、「訪問型サービス A」 の利用者数が表示されております。 

ワークシートの「総合事業通所型サービス」の入力欄には「通所介護相当サービス」と「通所型サービス

A」の利用者数の合計値、「総合事業訪問型サービス」には「訪問介護相当サービス」と「訪問型サービ

スＡ」の利用者数の合計値をそれぞれ記入してください。 

※ 利用者数については、全て一月の利用者数を入力することとなっております。利用者数には誤って

十二月分の利用者数を入力しないよう、ご留意ください。 

 

 

         ＝            ＋             

 

         ＝            ＋             

 

 

 

 

  

総合事業通所型

サービス 

通所介護相当 
サービス 

通所型サービス A 

総合事業訪問型

サービス 

訪問介護相当 
サービス 

訪問型サービス A 

※「７．将来の介護サービス別利用者数（予測値）」は見える化システム上の数値

を集約する必要があります。今回のワークシートでは、第 8 期推計時に集約した利

用者数を参考に各都道府県・市区町村にて試算した値をご使用ください。 
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なお、地域包括ケア「見える化」システムから出力できる以下の『地域包括ケア「見える化」システムに

おける介護サービス利用者数の推計値』に掲載されている総合事業通所型サービス、総合事業訪問型

サービスは通所/訪問介護相当サービス、通所/訪問型サービス A をそれぞれ合計したものですので、その

まま「介護人材需給推計ワークシート」（需要推計）に転記してください。 

 

 
 

(8) 需要推計結果 

（7）で設定した将来のサービス別利用者数をもとに、将来の介護職員等数を推計した結果を示し

ます。ここで表示された数字は、「3 まとめ」に自動的に読み込まれ、グラフ化されます。 

 

地域包括ケア「見える化」システムにおける介護サービス利用者数の推計値

単位：人／月

2021年 2022年 2023年

（１）居宅（介護予防）サービス

訪問介護

総合事業訪問型サービス

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

総合事業通所型サービス

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

短期入所療養介護（介護医療院）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

（２）地域密着型（介護予防）サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

（３）施設サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

介護療養型医療施設

（４）介護予防支援・居宅介護支援

介護予防支援

居宅介護支援

第8期
2025年 2030年 2035年 2040年

本シートは、「介護人材需給推計ワークシート」（需要推計）へ利用可能な、管内保険者にて推計された「介護サービス利用者数」について管内保険者の合計値を出力し

ています。
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2.2 供給推計の方法 

介護人材の需要を見込んだ上で、実際に供給可能な介護人材を推計し、需要と供給の両方を視

野に介護人材の確保・育成方策を検討することが重要と考えられます。介護分野への就業率は経済動

向等の影響も受けることから不確定要素が強く、推計は難しい面がありますが、今回の供給推計シート

では、以下の流れで将来の介護職員の供給数を推計します。 

都道府県・市区町村では、破線で囲んだ部分について選択したり、数値を入力するなど、都道府

県独自の値を設定します。 

＜推計フロー＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（2）前年の介護職員数 

（2015～20 年） 

（3）離職率 

（2016～20 年）  

（1）都道府県の選択 

 

 

 

統計等から自動
計算 

 

 

入力 

 

 

選択 

 

貴市区町村の 
介護職員数を入力 

（9）介護職員数の供給推計結果 

（5）離職者のうち介護

分野への再就職率

（2016～20 年）  （7） 

新規入職者数 

（2016～20 年）  

今後の率、人数を
予測して入力 

 

離職者数の 

推計結果 

(2)×（4） 

離職者のうち介護分野への

再就職者数の推計結果 

(2)×(4)×（6） 

（6）将来の「介護分野へ

の再就職率」の入力 

（2021~40 年） 

（4）将来の離職

率の入力 

（2021~40 年） 

将来の新規 

入職者数の入力 

（2021~40 年） 

 

都
道
府
県
・
市
区
町
村
で
設
定 

（8）翌年の介護職員数（実人数）（2016～40 年） 

 

（H19～H24） 

常勤換算率 

（2021~40 年） 

 

今後の率、人数を
予測して入力 

（9-1）常勤換算率 

（2016～20 年）  

（9-2）翌年の介護職員数（常勤換算）（2016～40 年） 

 

（H19～H24） 
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(1) 都道府県の選択 

まず、都道府県名を選択して下さい。 

このワークシートには、既存統計から都道府県別のデータが予め組み込んであり、ここで選択した都道

府県の値を自動で読み込む設定になっています。（２）以降で、市区町村においては、都道府県別の

データを参考にしながら、市区町村独自の値を入力いただくことになります。 

 

 

(2) 介護職員数 

貴市区町村の介護職員数をサービス区分別にご記入ください。 

なお、都道府県用ワークシートでは、ここでの介護職員数は通所リハビリテーションの介護職員数を含

まない、かつ、予防・日常生活支援総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに

従事する介護職員を含むものとなっています。 

※詳細な数字を把握していない場合は概数をご記入ください。 

(3) 介護職員の離職率 

公益財団法人介護労働安定センター「介護労働実態調査（事業所）」により、以下の離職率を表

示しています。この調査は、全国の介護サービス事業所のうち、約 1.7 万事業所を対象に毎年行われて

いる調査で、回収率が 4 割程度となっています。 

この調査結果を用いて、介護職員の離職率として、以下の4 つを表示しています。なお、サービス系型

別の都道府県別離職率データはないため、入所系・通所系には各都道府県の訪問介護員を除く介護

職員の離職率、訪問系には訪問介護員の離職率を掲載しています。 

 

A 全体平均（全国の離職率）               B サービス系型別（全国の離職率） 

C 全体平均（都道府県の離職率）           D サービス系型別（都道府県の離職率） 

 

　都道府県を選択してください。

22

介護職員の離職率

全国平均 ●●県

離職率（％） B.サービス系型別 D.サービス系型別

入所系 訪問系 通所系 入所系 訪問系 通所系

実績値 2014年 16.5 16.6 14.9 18.4 17.4 19.9 12.5 19.9

2015年 16.5 16.7 14.8 18.2 15.7 18.7 11.5 18.7

2016年 16.7 16.0 16.0 19.1 14.9 17.3 11.5 17.3

2017年 16.2 15.9 14.9 18.3 16.4 20.2 11.1 20.2

2018年 16.2 15.9 14.9 18.3 15.0 18.7 10.1 18.7

A.全体 C.全体
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(4) 将来の離職率の設定 

（3）の離職率（実績）をもとに、将来の離職率を設定して下さい。 

A サービス系型別（全国の離職率） 

B サービス系型別（都道府県の離職率） 

のいずれか１つを選び、将来の離職率を入所系、訪問系、通所系のそれぞれに入れて下さい。 

 

離職率を設定するために、以下の参考値を示しています。 

参考値 計算方法 

最新年度の値 2020 年の離職率が今後も続くと仮定した場合の値 

過去 5 年平均 2016～20 年の 5 年間の離職率を平均した値が今後も続

くと仮定した場合の値 

2040 年に介護職員の離職率が

2020 年の全産業平均になる 

2040 年に介護職員の離職率が 2020 年時点の全産業

平均（14.2％）に減少するとした場合の値 

 

【A サービス系型別（全国の離職率）を選択した場合】 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

実績値 2014年 16.6 14.9 18.4

2015年 16.7 14.8 18.2

2016年 16.0 16.0 19.1

2017年 15.9 14.9 18.3

2018年 15.9 14.9 18.3

参考値 2019年 15.9 15.9 16.2 15.8 14.9 14.9 15.1 14.9 18.3 18.3 18.5 18.0

・設定値 2020年 15.9 15.9 16.2 15.7 14.9 14.9 15.1 14.9 18.3 18.3 18.5 17.7

2021年 15.9 15.9 16.2 15.6 14.9 14.9 15.1 14.8 18.3 18.3 18.5 17.4

2022年 15.9 15.9 16.2 15.5 14.9 14.9 15.1 14.8 18.3 18.3 18.5 17.2

2023年 15.9 15.9 16.2 15.4 14.9 14.9 15.1 14.8 18.3 18.3 18.5 16.9

2024年 15.9 15.9 16.2 15.3 14.9 14.9 15.1 14.8 18.3 18.3 18.5 16.6

2025年 15.9 15.9 16.2 15.2 14.9 14.9 15.1 14.7 18.3 18.3 18.5 16.3

2026年 15.9 15.9 16.2 15.1 14.9 14.9 15.1 14.7 18.3 18.3 18.5 16.0

2027年 15.9 15.9 16.2 15.0 14.9 14.9 15.1 14.7 18.3 18.3 18.5 15.7

2028年 15.9 15.9 16.2 14.9 14.9 14.9 15.1 14.7 18.3 18.3 18.5 15.5

2029年 15.9 15.9 16.2 14.8 14.9 14.9 15.1 14.6 18.3 18.3 18.5 15.2

2030年 15.9 15.9 16.2 14.7 14.9 14.9 15.1 14.6 18.3 18.3 18.5 14.9

2031年 15.9 15.9 16.2 14.6 14.9 14.9 15.1 14.6 18.3 18.3 18.5 14.6

2031年に介護職

員の離職率が全産

業平均（直近

2018年の値）ま

で変化

自治体による設

定
最新年度の値

自治体による設

定
最新年度の値 過去5年平均

2031年に介護職

員の離職率が全産

業平均（直近

2018年の値）ま

で変化

最新年度の値 過去5年平均

離職率（％）

年 過去5年平均

2031年に介護職

員の離職率が全産

業平均（直近

2018年の値）ま

で変化

自治体による設

定

A．サービス系型別　（全国の離職率）

訪問系 通所系入所系

例えば、最新年度の全国の離職率と同じと設定する場合は、「実績値」

の欄の最新年度の値を入力して下さい。 
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(5) 離職者のうち介護分野への再就職の割合（介護分野内での転職） 

介護施設・事業所の介護職員が離職し、再度、介護施設・事業所で就職する割合（介護分野内

での転職）は、統計等で直接把握できないため、公益財団法人介護労働安定センター「介護労働実

態調査（労働者）」より、入職した介護職員のうち、前職が介護職の割合（介護分野内の転職）

の全国平均をもって、近似的に介護分野への転職割合としています。 

この調査は、全国の介護サービス事業所のうち、約 1.7 万事業所（労働者 5 万人程度）を対象に

毎年行われている調査で、回収率が 4 割程度となっています。この調査結果を用いて、介護職員の介

護分野への再就職の割合として、以下の 4 つを表示しています。 

 

A 全国の介護分野への再就職の割合（全体平均） 

B 全国の介護分野への再就職の割合（サービス系型別） 

C 都道府県の介護分野への再就職の割合（全体平均） 

D 都道府県の介護分野への再就職の割合（サービス系型別） 

 

 

 

 

   

 

 

 

  

全国平均 ●●県

前職が介護の割合（％） B.サービス系型別 D.サービス系型別

入所系 訪問系 通所系 入所系 訪問系 通所系

実績値 2014年 39.8 35.8 42.9 38.6 42.1 42.1 42.1 42.1

2015年 30.7 29.4 30.5 32.0 30.0 30.0 30.0 30.0

2016年 28.3 35.8 42.9 38.6 25.6 25.6 25.6 25.6

2017年 32.9 29.4 30.5 32.0 34.4 34.4 34.4 34.4

2018年 32.0 35.8 42.9 38.6 31.0 31.0 31.0 31.0

C.全体A.全体
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(6) 離職者のうち介護分野への再就職の割合の設定 

（5）の全国平均の「離職者のうち介護分野への再就職の割合」をもとに、将来の値を設定して下さい。 

A 全国の介護分野への再就職の割合（サービス系型別） 

B 都道府県の介護分野への再就職の割合（サービス系型別） 

のいずれか１つを選び、将来の介護分野への再就職の割合を入れて下さい。 

 

介護分野への再就職の割合を設定するために、以下の参考値を示しています。 

 

参考値 計算方法 

最新年度の値 2020 年の介護分野への再就職の割合が今後も続くと仮定

した場合の値 

過去 5 年平均 2016~120 年の 5 年間の介護分野への再就職の割合を

平均した値が今後続くと仮定した場合の値 
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(7) 将来の新規入職者数 

「新規入職者数」は、次の式で求めています。つまり、今年増えた介護職員数に離職者数を足すこと

により、実際に増えた人数を計算し、その人数から介護分野に再就職した人数を差し引きすることにより、

新規に入職した人数を計算します。大学や専門学校などを卒業し、介護施設・事業所に就職する人数

や、ハローワークを通じて介護施設・事業所に就職する人数も、この入職者数に含まれています。 

都道府県・市区町村で、新卒入職者数等を把握している場合には、その数字も勘案して下さい。 

 

 

     ＝       －       ＋       －          

 

 

（7）の入職者数をもとに、将来の入職者数を設定します。 

将来の入職者数は、入所系、訪問系、通所系のそれぞれの値について、以下の参考値を示しています。 

参考値 計算方法 

最新年度の値×生産

年齢人口減少率 

2020 年の貴都道府県の入職者数が、生産年齢人口の減少率と同じ

割合で減少すると仮定した場合の値 

最新年度の値 2020 年の貴都道府県の入職者数が今後も続くと仮定した場合の値 

過去 4 年平均 2016～2020 年の入職者数が続くと仮定した場合の値 

 

 

  

 

  

○○県

実績値 2014年 － － －

2015年 11,496 4,813 4,850

2016年 10,563 4,978 4,659

2017年 12,626 4,654 5,368

2018年 9,573 4,218 4,295

年
自治体による設

定

最新年度の値

×生産年齢人

口減少率

最新年度の値
過去4年

平均

自治体による設

定

最新年度の値

×生産年齢人

口減少率

最新年度の値
過去4年

平均

自治体による設

定

最新年度の値

×生産年齢人

口減少率

最新年度の値
過去4年

平均

設定値 2019年 9,573 9,617 9,573 11,064 4,218 4,238 4,218 3,989 4,295 4,314 4,295 4,793

2020年 9,573 9,661 9,573 11,064 4,218 4,257 4,218 3,989 4,295 4,334 4,295 4,793

2021年 9,573 9,644 9,573 11,064 4,218 4,250 4,218 3,989 4,295 4,327 4,295 4,793

2022年 9,573 9,628 9,573 11,064 4,218 4,243 4,218 3,989 4,295 4,319 4,295 4,793

2023年 9,573 9,612 9,573 11,064 4,218 4,235 4,218 3,989 4,295 4,312 4,295 4,793

2024年 9,573 9,595 9,573 11,064 4,218 4,228 4,218 3,989 4,295 4,305 4,295 4,793

2025年 9,573 9,579 9,573 11,064 4,218 4,221 4,218 3,989 4,295 4,297 4,295 4,793

2026年 9,573 9,524 9,573 11,064 4,218 4,197 4,218 3,989 4,295 4,273 4,295 4,793

2027年 9,573 9,470 9,573 11,064 4,218 4,173 4,218 3,989 4,295 4,249 4,295 4,793

2028年 9,573 9,416 9,573 11,064 4,218 4,149 4,218 3,989 4,295 4,224 4,295 4,793

2029年 9,573 9,362 9,573 11,064 4,218 4,125 4,218 3,989 4,295 4,200 4,295 4,793

2030年 9,573 9,307 9,573 11,064 4,218 4,101 4,218 3,989 4,295 4,176 4,295 4,793

2031年 9,573 9,221 9,573 11,064 4,218 4,063 4,218 3,989 4,295 4,137 4,295 4,793

新規入職者数（人）

入所系 訪問系 通所系

前年の 

介護職員数 

例えば、最新年度の入職者数と同程度が見込まれる場合は、「実績値」の欄の最新年度の値を

入力して下さい。 

 

新規 

入職者数 
介護職員数 離職者数 

離職者のうち

介護分野への

再就職者数 
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(8) 供給推計結果（実人数） 

（4）で設定した将来の離職率、(6) で設定した離職者のうち介護分野への再就職の割合、（7）

で設定した将来の新規入職者数をもとに、将来の介護職員等の供給数を実人数で推計した結果を

「入所系」、「訪問系」、「通所系」、「合計」で示します。 

 

推計した介護職員等の供給数を確認し、例えば、需要数に比べて供給数が大幅に不足している場

合など、以下のような視点でデータや設定の確認をして下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、参考値として「地域密着型サービスに従事する介護職員数（実人数）の供給数の推計結果も

示しています。「地域密着型サービス」については、離職率、離職者のうち介護分野への再就職の割合、

新規入職者数に関する個別の統計データがないため、都道府県別の以下のデータで代替しております。 

⚫ 離職率：3 類型（入所系・訪問系・通所系）の平均値 

⚫ 離職者のうち介護分野への再就職の割合：3 類型（入所系・訪問系・通所系）の平均値 

⚫ 新規入職者数：3 類型（入所・訪問・施設）合計の入職者数×介護職員総数に占める地域

密着型サービスに従事する職員数の割合（直近 3 ヶ年平均） 

(9) 供給推計結果（常勤換算） 

（8）で推計を行った将来の介護職員等の供給数（実人数）に常勤換算率を掛け合わせることで、

常勤換算での介護職員等の供給数を推計します。2016~2020 年の実績値を踏まえて、

2021~2040 の常勤換算率を設定してください。なお、常勤換算率は次の式で求めています。 

 

＝           ÷ 

 

  

介護職員数の需要数

に比べて供給数が大

幅に不足 

●供給推計シートについて、以下の点を確認する 

・離職率の設定が高すぎないかを検討。 

・離職者のうち介護分野に再就職する割合を低く設定しすぎて

いないかを検討。 

・入職者数の見込みを少なく設定していないかを検討。 

介護職員等数 

（実人数） 
常勤換算率 

常勤換算後の 
介護職員等数 
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2.3 需要・供給推計結果の比較 

(1) 需要・供給推計結果の比較（実人数） 

 「需要推計」と「供給推計」の結果を読み込み、実人数換算でグラフ化したものを表示しています。介

護職員数の全体の需要推計と供給推計結果を比較し、需要と供給の差を示したグラフを表示していま

す。なお、入所系、訪問系、通所系、地域密着型サービスについても需要推計と供給推計結果を比較

し、需要と供給の差を表形式で表示しております。 

【需給推計結果（実人数） 全体】  

 

【需給推計結果（実人数） 3 区分別+地域密着型サービス】 

 

32,194

35,698

38,346

35,698
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0
1,671

4,659
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（需要推計）
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介護職員数
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介護職員数　推計結果　入所系（人）

介護職員数

（需要推計）

介護職員数

（供給推計）

介護職員数

（需要と供給の差）

2025年 19,605 17,952 1,653

2030年 20,898 17,815 3,083

2035年 19,605 17,408 2,197

2040年 19,605 17,072 2,533

介護職員数　推計結果　訪問系（人）

介護職員数

（需要推計）

介護職員数

（供給推計）

介護職員数

（需要と供給の差）

2025年 7,730 8,189 -459

2030年 8,296 8,304 -8

2035年 7,730 8,249 -518

2040年 7,730 8,174 -444

介護職員数　推計結果　通所系（人）

介護職員数

（需要推計）

介護職員数

（供給推計）

介護職員数

（需要と供給の差）

2025年 8,362 7,886 476

2030年 9,151 7,567 1,585

2035年 8,362 7,242 1,120

2040年 8,362 7,022 1,340

介護職員数　推計結果　地域密着型サービス（人）

介護職員数

（需要推計）

介護職員数

（供給推計）

介護職員数

（需要と供給の差）

2025年 9,038 8,537 501

2030年 9,980 8,442 1,539

2035年 9,038 8,232 805

2040年 9,038 8,063 975
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ここで示された需要と供給のギャップを埋めるためには、どのような介護職員確保・定着対策が必要か

を検討するために活用して下さい。 

例えば、毎年不足する人数を元に、福祉人材センター等からの入職者数の目標値を設定する、ある

いは離職率を下げるために介護施設・事業所における離職防止対策に力を入れる、離職後に介護分

野に再就職する人の割合を増やすための対策に力を入れるなど、中長期的な視点で介護職員等の確

保・定着対策を検討するために活用して下さい。 

(2) 需要・供給推計結果の比較（常勤換算） 

 本推計（需要・供給）の「需要推計シート」「供給推計シート」の結果を読み込み、常勤換算でグ

ラフ化したものを表示しています。常勤換算での推計は第 8 期推計より新たに追加表示しております。 
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